フクミ エキ リシ ゼイ ト シュトク カカク ヒョウカ ノ トチ ホユウ ゼイ ノ トウゴウ ニ ツイテ カゼイ ノ チュウリツセイ ト イウ カンテン カラ by 青野 勝広 et al.
「含み益利子税と取得価格評価の土地保有税」
の統合について
――課税の中立性という観点から――
青 野 勝 広
１．は じ め に
土地譲渡所得税と土地固定資産税は，日本の土地税制の中で中心的な役割を
果たしている。土地譲渡所得税は，土地が売却されたときに土地の売却益（土
地売却価額－土地取得価額）に課せられる税（実現キャピタル・ゲイン税）で
ある。金子「２００６」によると，「譲渡所得とは，資産の譲渡による所得をいう」
「その本質は，キャピタル・ゲイン（capital gains），すなわち，所有資産の価
値の増加益であって，譲渡所得に対する課税は，資産が譲渡によって所有者の
手を離れるのを機会に，その所有期間中の増加益を清算して課税しようとする
ものである」（２２５頁）。また，水野［２００５］は，「譲渡所得の課税は，資産の
移転により所得の実現する機会に課税するものであるが，理論上は，譲渡益が
所得なのではなく，値上がり益そのものが所得なのであり，未実現の増加益に
課税することも考えられる」（１９１頁）と述べている。キャピタル・ゲイン（値
上がり益）への課税は，資産課税のあり方からも，また，公共投資による開発
利益の還元という観点からも望ましい性質を持っている。しかし，譲渡所得税
は，不動産が売却された時点でその売却益に課せられる税（実現キャピタル・
ゲイン税）であるから，不動産売却を阻害し，不動産取引を減少させる効果（凍
結効果）を持つ可能性が高い。したがって，現行の土地譲渡所得税に代えて，
凍結効果を排除した売却時中立型の土地譲渡所得税が望ましい。１）
土地固定資産税は，固定資産税評価額を基に課税されており，市町村税とし
て市町村の主要な財源となっている。固定資産税の性質については，税法学者
の間で，大別して，これを財産税と見る考え方と収益税と見る考え方の二通り
ある。金子［２００６］は，「固定資産税は，固定資産の価格を課税標準として課
せられることになっているから，それは固定資産の所有の事実に着目して課せ
られる財産税の性質を有するといえよう」（５０８頁）と述べ，財産税と見る考
え方をとっている。
最近の最高裁の裁判例においても「土地に対する固定資産税は，土地の資産
価値に着目し，その所有という事実に担税力を認めて課する一種の財産税で
あって，個々の土地の収益性の有無にかかわらず，その所有者に対して課すも
のであるから，上記の適正な時価とは，正常な条件の下に成立する当該土地の
取引価格，すなわち，客観的な交換価値をいうと解される」（最高裁平成１５年
６月２６日第一小法廷判決（判例時報１８３０号２９頁））として，財産税と見る考
え方を支持している。しかし，土地という資産の価格＝地価は，その土地を有
効に利用した場合の予想収益の現在価値として求められるのであり，予想収益
を無視して財産の価値を測ることはできない。また，適正な時価＝正常な条件
の下に成立する当該土地の取引価格に対して固定資産税を課すべき根拠は，必
ずしも明確ではない。２）
土地譲渡所得税については，岩田規久男氏は，凍結効果を持たない売却時中
立型の譲渡所得税として「含み益利子税付き譲渡所得税」を提唱している。３）さ
らに，岩田・小林・福井［１９９２］の第１０章において，「含み益利子税付き譲渡
所得税」の下で，土地含み益利子税と土地固定資産税を統合し，新たな土地保
１）売却時中立型の土地譲渡所得税については，金本［１９９４］参照。新しい土地譲渡所得税
の死亡時課税の提案については，青野［２００６］参照。
２）固定資産税についての税法学者の見解や判例については，石島［２００３］および佐藤
［１９９３］参照。
３）「含み益利子税付き譲渡所得税」の詳細については，岩田他［１９９３］および青野［２００２］
参照。
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有税を課すことを提案している。ここで含み益利子税と土地固定資産税を統合
した新たな土地保有税というのは，「含み益利子税つき譲渡所得税」を課す場
合に，土地保有税率×時価評価の土地保有税を課すのではなく，土地保有税率
×取得価格評価の土地保有税を課すことである。したがって，この場合の年々
の土地保有税は，次のようになる。
新土地保有税＝土地保有税率×取得価格＋含み益利子税率×（時価－取得価
格）
岩田氏によると，上式の第１項は，①土地のうち取得価格に対応する部分に
ついて，土地所有者が受ける行政サービスに対する課税（すなわち，応益課税
部分）に相当し，上式の第２項は，②時価が受ける行政サービスに対する課税
分（応益課税部分）と，③土地譲渡所得税の凍結効果を相殺するための課税部
分に相当する。さらに，岩田氏は，土地譲渡所得税の凍結効果を相殺しつつ，
土地投機を抑制するためには，含み益利子税率を土地保有税率よりも高く設定
することを主張している。
「含み益利子税付き譲渡所得税」は，土地評価の困難性と評価の相違によっ
て生じる納税者の不利益の著しい相違という問題点を持つが，地価の下落を予
想しないかぎり，譲渡所得税の凍結効果を相殺し，土地投機を抑制するのみな
らず，土地売却（利用）に対して中立的である。また，時価評価の土地保有税
率（土地固定資産税）は，転用費用が存在しないならば，土地売却（利用）に
対して中立的である。岩田氏の提案する「含み益利子税付き譲渡所得税」と土
地保有税率×取得価格評価の土地保有税を組み合わせた新たな土地保有税と土
地譲渡所得税の体系は，土地売却（利用）に対してどのような効果を持つであ
ろうか。もし，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有税率×取得価格評
価の土地保有税を組み合わせた新たな土地保有税と土地譲渡所得税の体系が土
地売却を阻害する効果（凍結効果）を持つならば，このような土地保有税と土
地譲渡所得税の体系は，税の中立性という観点から，「含み益利子税付き譲渡
所得税」と時価評価の土地保有税率（土地固定資産税）の長所を失わしめるこ
「含み益利子税と取得価格評価の土地保有税」の統合について ３
とになる。小論の目的は，岩田氏の提案する「含み益利子税付き譲渡所得税」
と土地保有税率×取得価格評価の土地保有税を組み合わせた新たな土地保有税
と土地譲渡所得税の体系を土地売却（土地利用）に対する中立性という観点か
ら検討することである。
以上の問題意識にしたがい，第２節では，「含み益利子税付き譲渡所得税」
と土地保有税率×取得価格評価の土地保有税を組み合わせた新たな土地保有税
と土地譲渡所得税の体系が導入される場合における土地所有者の土地売却の決
定と土地購入者の土地購入の決定についてのモデルを構築する。第３節では，
このような土地保有税と土地譲渡所得税の体系が土地売却（土地利用）に及ぼ
す効果を分析する。第３節における分析より，「含み益利子税付き譲渡所得税」
と土地保有税率×取得価格評価の土地保有税を組み合わせた新たな土地保有税
と土地譲渡所得税の体系が，土地売却を阻害するか，促進するかは，土地保有
税率×取得価格評価の土地保有税が土地売却（土地利用）に及ぼす効果に依存
することが明らかになる。そして，土地保有税率×取得価格評価の土地保有税
は，土地売却を阻害する効果（凍結効果）を持つ可能性が高いことが明らかに
なる。
２．土地所有者と土地購入者の意思決定
２．１．土地所有者の決定
次のような仮定をおく。土地は，土地所有者の土地（農業用土地と呼ぶ）と
土地購入者の土地（住宅用土地と呼ぶ）の２種類だけであり，異なる用途に使
用される。また，農業用土地から住宅用土地への転用費用はかからないが，賃
貸借費用は極めて大きいものとする。したがって，土地の転用は，売却を通じ
て行われる。さらに，農業用土地と住宅用土地の限界生産性は，それぞれの面
積が増加するにしたがって逓減する。４）
４）これらの仮定については，金本［１９９４］，岩田規久男・山崎福寿・花崎正晴・川上康
［１９９３］および山崎［１９９９］参照。
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以上の仮定の下で，まず，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有税率
×取得価格評価の土地保有税の組み合わせが導入された場合における土地所有
者の土地売却の決定について考えよう。今期首の地価を，来期首の予想地
価を，土地所有者の土地の取得価格をとする。土地保有税率をとし，
土地の取得価格に対して期末に課せられるものとする。また，を土地所
有者の今期の予想（帰属）地代とする。ただし，は，今期末に生じるもの
とする。土地譲渡所得税率（実現キャピタル・ゲイン税率）をとし，土地
所有者の割引率をとする。
以上のように想定すれば，土地所有者が来期首に土地を売却したときの純収
益の現在価値は，

 

    
であり，土地所有者が今期首に土地を売却したときの純収益は，
   
である。式が式を下回れば，土地所有者は今期に土地を売却し，式が
式を上回れば，今期の土地売却を延期する。式と式が等しければ，今期と
来期以降の土地売却は無差別となる。
式と式を等しくさせる地価が，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地
保有税率×取得価格評価の土地保有税の組み合わせが導入された場合の留保需
要価格となる。留保需要価格は，地価がこの価格を上回れば，土地は売却され
るという意味で土地の供給価格でもある。＝とおくと，次式をえる。

      
２．２．土地購入者の決定
次に，土地購入者の土地購入の決定について考えよう。今期の土地購入者
「含み益利子税と取得価格評価の土地保有税」の統合について ５
は，購入した土地を期間保有するものと想定し，期首の予想地価を，
期末における土地購入者の予想（帰属）地代をとする。ただし，は，
期末に生じるものとする。今期における土地購入者の新規土地需要価格
は，今期首に土地を購入して期首にその土地を売却したときの純収益の現
在価値に等しいから，地価上昇を予想する場合には，



 
 

 
 

をえる。ただし，は，土地購入者の割引率である。同様にして，来期におけ
る新規土地需要価格を求めると，



 
 

 
 

をえる。式において，今期における土地購入者の土地の取得価格は，土地所
有者の土地の取得価格	ではなく，今期の地価であり，式において，来
期における土地購入者の土地の取得価格は，来期の地価であることに注意
することが必要である。式に  を掛けたものを式から差し引くと，




 
 



  
 
 
をえる。式を成立させるが，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有
税率×取得価格評価の土地保有税の組み合わせが導入された場合に，土地購入
者が，地価上昇を予想して土地を購入する場合の新規土地需要価格である。
３．凍結効果の分析
地価上昇が予想される下で，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有税
率×取得価格評価の土地保有税の組み合わせの導入は，土地売却に対してどの
ような効果を持つであろうか。土地所有者と土地購入者の来期の地価について
の予想は一致しており，かつ，土地所有者の割引率と土地購入者の割引率 i
が等しい  と想定すれば，式を式に代入することにより，地価上昇
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が予想される場合に，今期に土地を売却しても来期以降に土地売却を延期して
も無差別となる条件は，次式で示すことができる。
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式は，次のように考えることができる。地価上昇が予想される下では，「含
み益利子税付き譲渡所得税」は，土地売却に対して中立的である。すなわち，
等比級数の和の公式を用いると，
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となる。地価上昇が予想される下で，「含み益利子税付き譲渡所得税」が土地
売却に対して中立的になるのは，次の理由による。土地所有者は，土地売却を
今期から来期に延期することによって，	 の納税延期の利益を得るこ
とができる。また，土地購入者は，今期から来期に土地購入を延期することに
よって，今期に土地を購入していれば，期後，土地を売却するときに支払わな
ければならなかったと考えられる土地譲渡所得税のうち  
の納税額減少の利益と毎期支払わなければならなかったと考えられる含み益利
子税のうち 


	     の納税額
「含み益利子税と取得価格評価の土地保有税」の統合について ７
減少の利益を得ることができる（上式は，等比級数の和の公式による）。これ
らは，土地売却時期を遅らせる要因である。他方，土地売却を今期から来期に
延期することは，今期末に含み益税 と今期から来期への地価上昇
による土地譲渡所得税負担の増大 をもたらす。これらは，土地売却
時期を早める要因である。これら両方の要因が相殺される結果，「含み益利子
税付き譲渡所得税」の導入は，土地売却に対して中立的になる。
「含み益利子税付き譲渡所得税」の導入は，土地売却に対して中立的である
から，地価上昇が予想される下で，「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保
有税率×取得価格評価の土地保有税の組み合わせを導入することが，土地売却
にどのような影響を与えるかは，土地保有税率×取得価格評価の土地保有税が
土地売却にどのような影響を与えるかを検討すればよい。
以下では，土地保有税率×取得価格評価の土地保有税が土地売却に与える効
果を考察しよう。土地購入者は，今期から来期に土地購入を延期することによっ
て，今期末にの土地保有税を節約できるという納税延期の利益を受ける。
この土地購入者の納税延期の利益は，土地売却時期を遅らせる要因であ
る。他方，土地所有者は，土地売却を今期から来期に延期することによって，
今期末にの土地保有税を支払わなければならない。また，土地購入者は，
今期から来期に土地購入を延期することによって，今期から来期への地価上昇
分に対する税負担の増大   をこうむる。土地売却を
今期から来期に延期することによる土地所有者の税負担の増大という納税額増
加の不利益と土地購入を今期から来期に延期することによる土地購入者の
税負担の増大という納税額増加の不利益   は，土地
売却時期を早める要因である。したがって，土地購入者の納税延期の利益
が，土地所有者の税負担の増大という納税額増加の不利益と土地購入者の
税負担の増大という納税額増加の不利益   を上回る
ならば，すなわち，
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   
ならば，取得価格評価の土地保有税の導入は，土地売却時期を遅らせる効果（凍
結効果）を持ち，下回るならば，土地売却時期を早める効果を持つ。
今期の土地購入者の取得価格（今期の地価）が，土地所有者の取得価格
を上回る限り，すなわち，という想定の下では，土地購入者が１期
間という短期の土地保有を考えて土地を購入しているならば，であるか
ら，式より，


  ′
となる。′式より，土地購入者が１期間の土地保有を考えて土地を購入して
いるならば，取得価格評価の土地保有税の導入は，必ず，土地売却時期を遅ら
せる効果（凍結効果）を持つことがわかる。取得価格評価の土地保有税の導入
が土地売却時期を遅らせる効果（凍結効果）を持つのは，土地所有者の土地保
有税負担はであるのに対して，土地購入者の土地保有税負担はとなる
から，過去に地価が上昇し，キャピタル・ゲイン  が正である限り，


となるからである。
土地購入者が極めて長期の土地保有を考えて土地を購入している（土地を保
有し続けることを考えて土地を購入している）ならば，Tは，無限大となるか
ら，式より，


      ′
となる。′式より，土地購入者が極めて長期の土地保有を考えて土地を購入
している（土地を保有し続けることを考えて土地を購入している）場合でも，
過去のキャピタル・ゲイン  が今期から来期への予想地価上昇
 を上回る限り，すなわち，   である限り，取得価格
評価の土地保有税の導入は，土地売却時期を遅らせる効果（凍結効果）を持つ
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ことがわかる。
式，′式および′式からわかるように，過去のキャピタル・ゲイン
 が大きいことは，土地売却時期を遅らせる効果（凍結効果）を持ち，
今期から来期への予想地価上昇  が高いことは，土地売却時期を早め
る効果を持つ。また，土地購入者が長期保有を考えて土地を購入すればするほ
ど（が大きいほど），取得価格評価の土地保有税の導入が土地売却時期を遅
らせる効果（凍結効果）は小さくなる。
以上より，岩田氏の提案する「含み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有税
率×取得価格の土地保有税との組み合わせは，地価上昇を想定するかぎり，土
地売却を阻害する効果（凍結効果）を持つ可能性が高いことがわかった。「含
み益利子税付き譲渡所得税」と土地保有税率×取得価格の土地保有税との組み
合わせが，土地売却を阻害する効果（凍結効果）は，過去のキャピタル・ゲイ
ン  が大きいほど大きく，今期から来期への予想地価上昇  が
高いほど，土地購入者が長期保有を考えて土地を購入すればするほど（が
大きいほど）小さい。
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